
防災分野における地理空間情報の利活用推進のための基盤整備 

ワーキンググループ（仮称）について 

 

 

 

 

１．ワーキンググループのスコープについて 

 

防災分野における地理空間情報の利活用推進のための基盤整備に向けて、

技術動向等に関する情報共有を図るとともに、今後の取組みの方向性につい

て意見交換を実施する。 

 

 

２．当面の活動（今年度）について 

 

内閣府が中心となって推進している災害リスク情報等の規格化及び利活用

推進を主なテーマとした意見交換 

 

 

３．ワーキンググループの構成員 

 

ワーキンググループは、次に掲げる者により構成するものとする。 

産・・・協議会に参加する団体・機関の中からの推薦があった者 

学・・・防災分野における地理空間情報の利活用に関して知見を有する

方、あるいは深いご関心をお持ちの方 

官・・・関係各府省の各部局等 

 

 ※ 別途、災害リスク情報等の規格化及び利活用推進に関心のある方を募集

する予定。 
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４．ワーキンググループの運営について 

 

(1) 幹事 

幹事に関しては以下を想定しているが、それ以外の団体等からの応募も受

け付ける。 

 

学・・・福和伸夫 名古屋大学大学院工学研究科教授 

官・・・内閣府政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当）付参事官 

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（官側の主務） 

 

 

(2) 出席謝金、交通費等 

民間団体（社団法人、財団法人、ＮＰＯ法人、任意団体等）、学界からの

参加者に対して、国から出席謝金、旅費等の支給はしないものとする。 

 

 

（参考）当面のスケジュール予定 

第１回（11月頃） 

・ＷＧ趣旨説明 

・今後の活動方針について 

・災害リスク情報等の規格化及び利活用推進について 

 

※ 第１回目以降、約１ヶ月ごとに、計５回程度、災害リスク情報等の規格化

及び利活用推進に関する意見交換を実施する予定としているが、あくまでも

現時点での想定であり、今後変わりうるものである。 
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